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第１章 総 説 

 

第１節 韓国の不動産法制前史 

 

１．近代法制度の導入 

 

1910年 8月 22日、日韓併合条約が調印され、当時の国号「大韓帝国」は朝鮮に改称され、

朝鮮総督府が設置された。朝鮮総督府は、半島を日本の属邦として支配するため、行政の体

制整備を断行するとともに、数多くの法令を発布した1。 

これら法令のうち、不動産私法に関するものは、「朝鮮民事令」により指定された日本の

「民法」ほかの法令がそのまま適用された。 

不動産公法に関するものとしては、1912年 10月７日、総督府訓令第 9号「市区改正」を

各道に示達した。朝鮮半島に適用された市区改正は、1888年 8月 16日の東京市区改正条例

（勅令第 62号）を基礎にしたもので、1934年に「朝鮮市街地計画令」が制定されるまで実

質的に韓国の初期都市計画に関する法令であった。また、1913年 3月 25日、朝鮮総督府令

第 11号で市街地建築取締規則を制定し、建築関係法令を統一した。 

 

２．地籍制度の導入と変遷 

 

(1)土地調査事業と林野調査事業 

 韓国における近代的な地籍制度は、日本植民地時代に実施された土地調査事業（1910～

1918年）と林野調査事業（1918～1924年）により構築された。土地調査は、林野、山間地、

小島嶼、未開墾地を除いた土地を対象として実施され、林野調査は、林野を主として土地調

査から除外された土地を調査対象とした。 

 土地調査事業は、朝鮮総督府が 1912年 8月 12日、「土地調査令」を発し、土地の調査と

所有者の査定あるいは裁決に着手することにより本格化した。そして、林野調査事業は、

1918年 5月 1日、「朝鮮林野調査令」を発し、道知事が林野調査を施行することにより始ま

った。これら事業の内容は、所有権調査、土地価格調査、土地外貌調査に区分して実施され

た。 

① 所有権調査：物理的に連続している土地を個別化して、物権の客体となり得るように

した調査であり、地籍と登記制度の成立を可能にした調査である。この調査は、土地

の所在、地番、地目、面積、境界及び所有権を調査し、その成果を「土地台帳規則」

（1914 年 4 月）により土地台帳と地積図に、「林野台帳」（1920 年 8 月）により林野

 
1 周藤利一『韓国の都市計画制度の歴史的展開に関する研究』大成出版社、2014 年、13

頁以下参照。 
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台帳と林野図にそれぞれ登録された。査定は、所有者の申告に基づいて行われたが、

単純な既存の境界や所有権の確認ではなく、査定によりはじめて境界と所有権が決定

されたものである。 

② 土地価格調査：地税制度の確立を可能にした調査であって、地域別に標準地を定め、

筆地別に地価を定めた。市街地にあっては、時価による地価を、市街地以外の宅地は

賃貸価格による地価を、その他の地目は収益による地価を算定した。つまり、市街地

は取引価格により、それ以外は収益還元価格により地価を算定したことがわかる。 

③ 土地外貌調査：人為的、自然的な地積の形状を地図により表示した調査であって、地

形図、市街地図、規定図を作成した。地形図の縮尺は、1/50,000 と 1/25,000 とされ

た。 

 

(2)地籍公簿の管理 

 土地調査・林野調査業務に続き、「地税令」（1914年）、「土地台帳規則」、「林野台帳規則」

を制定し、地籍公簿の維持・保存に関する業務が行われた。 

 そして、地積測量に関しては、「土地測量規程」（1935 年 6 月）が制定され、地籍業務の

基本法規として適用された。 

 

(3)地籍制度の変遷 

 韓国が独立して以後、1950 年 12 月 1 日、「地籍法」が制定され、法地籍としての地籍制

度が確立された。そして、1951年 12月 1日に「地籍法施行令」が制定され、1954年 11月

12日に「地積測量規程」、1960年 12月 31日「地積測量士規程」と 1961年 2月 7日「地積

測量士規程施行規則」が制定され、地籍関係法令の体系が完成するに至った。 

 しかしながら、地籍公簿は依然として日本植民地時代に作られた土地台帳と林野台帳、地

積図と林野図により構成される地籍制度を継承していた。 

 このような地籍制度は、経済発展と時代的要請に応じることができず、1975 年 12 月 31

日に「地籍法」の全面改正が断行された。 

そして、1978年から地籍の電算化計画が樹立され、1980年 1月から土地台帳・林野台帳

の閲覧及び謄本発給が電算処理されるようになった。 

また、1979年には、航空写真測量により未登録島嶼の地籍登録を完了した。 

このように、地積は、電算化を通じ、土地に対するすべての情報を総括しており、漸次、

多目的地籍として発展を見せている。 

その後、同法は数次にわたり改正が行われたが、法律が時代の変遷と状況変化に即応する

ことができるようにするため、2001年 1月 26日に全文改正された。 

さらに、2009年に「測量法」、「水路調査法」という関連法との統合が行われ、「測量・水

路調査及び地籍に関する法律」として成立したが、2014 年には、水路調査に関する規定が

分離されて「空間情報の構築及び管理等に関する法律」に改正・施行されている。 
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そして、地籍再調査事業を促進するため「地積再調査に関する特別法」が制定され、2012

年 3月 17日から施行されている。 

 

３．不動産登記制度の導入と変遷 

 

(1)不動産登記制度の導入 

 近代的な登記制度は、日本植民地時代に日本の法制を朝鮮半島に導入することにより始

まった。 

 1912 年 3 月 18 日、「朝鮮不動産登記令」が制定され、不動産登記に関しては、この令に

特別の規定がある場合を除き、日本の「不動産登記法」によるものとされた。 

 しかしながら、いまだに土地台帳が備わっておらず、1912 年 3 月 22 日、「朝鮮不動産証

明令」が制定され、従来の「土地家屋証明規則」と「土地家屋所有証明規則」に代替された。

この「朝鮮不動産証明令」は、形式的審査主義を採択し、登記令が施行される場所にあって

は、従前の証明令はその効力を喪失するものとされた。 

 このように、日韓併合初期には、登記制度と証明制度が併存していたため、公示制度の確

立のためには、登記制度をひとつに統一する必要があり、その制度改善として土地台帳の完

備が問題とされた。当時、土地調査が実施されて、調査・査定の結果を土台として土地台帳

を作成して、再びこれに基づき登記簿を作成することとなった。そこで、土地調査の進行に

伴い、「不動産登記令」が施行される地域が拡大し、1918年、朝鮮半島全体に登記令が施行

されることとなった。 

 

(2)現行「不動産登記法」の制定と変遷 

 韓国独立以後も、日本の登記制度は、約 15年間継続した。すなわち、第二次大戦終了後

3年間施行された「米軍政包告令」を通じ、朝鮮半島において民事に関する事項は、日本法

令が継続的にその効力を有するものとされたため、登記制度も何ら変動がなかった。そして、

制憲憲法第 100条は、登記制度に関し「朝鮮民事令」と「朝鮮不動産登記令」及び同施行規

則が引き続き効力を有するものと規定した。 

 今日のような登記制度は、1960年 1月 1日、「不動産登記法」が公布・施行されると同時

に、大法院規則として「不動産登記法施行規則」が施行されたことにより始まった。 

 このような登記制度の改正とともに、登記の義務化、名義信託の禁止等を通じ、不動産取

引秩序の確立を目的として、1990年 8月 1日、「不動産登記特別措置法」が制定された。こ

れにより、従来の登記申請主義に対する特例として、登記が義務化され、判例として定着し

てきた名義信託が禁止されるに至った。 

 そして、1995年 3月 18日、不動産実名制を内容とする「不動産実権利者名義登記に関す

る法律」が制定されたことにより、不動産名義信託を無効とする法制改革がなされた。 

 さらに、登記の電子化を実現するため、2011 年 4 月 12 日、「不動産登記法」が全面改正
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され、登記簿は電子文書たる登記記録を中核とし、手続も電子申請など電子的に処理する体

系に抜本的に改正されたところである。 

 

名義信託とは、実定法上の根拠はなく、もっぱら判例理論により形成されてきた韓国独

自の制度である。 

判例によれば、「当事者の信託に関する債権契約により信託者が実質的には自己の所有

に属する不動産の登記名義を実質的取引関係のない受託者に売買等の形で移転しておく

こと」とされ（大法院 1993 年 11 月 9 日判決）、「対内的には、信託者が所有権を保有し

て、これを管理しながら、公簿上所有名義のみを受託者にしておくこと」と定義される

（大法院 1987年 5月 12日判決）。 

このような名義信託が認められるようになった背景には、宗中が所有する土地の存在

がある。同一の祖先から男系を通して出自を共通するものの団体であり、同性の親族によ

って構成される同性集団を宗族あるいは宗中という。宗中は共同祖先を祭る宗祠、祭祀の

費用を出すための祭田、宗中構成員の互助のための義田など宗中固有の土地を持つ。 

ところで、宗中はいわゆる権利能力なき社団であるから、所有土地の登記方法が問題と

なり、一種の便法として宗中の中の有力者の一人又は複数人の名義で登記するようにな

ったのである。 

その後、1930 年制令 10 号により宗中その他権利能力なき社団又は財団の場合、その

代表者又は管理人を登記義務者とする制度が導入されたが、十分に周知・普及されず、依

然として宗中の個人名義のままになっている事例が多かった。こうした事例を法律上救

済する仕組みとして判例理論により名義信託制度が形成されたのである2。 

 

  

 
2 近江幸治・田炳西「韓国の登記制度における名義信託と法的規制」早稲田大学比較法研

究所『比較法学』29巻、1996年 1月、1～45頁参照。 
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第２節 韓国の不動産法制の基本的枠組み 

 

１．不動産の定義 

 

韓国の「民法」99条は土地及びその定着物を不動産と規定する。そして、建物、立木に関

する法律により所有権保存登記をなした立木、慣習法上の公示方法を有する樹木の集団又

は未分離果実、農作物は、土地とは別個の独立の不動産とされる。 

 

２． 不動産の所有 

 

(1)不動産所有権の意義 

 「大韓民国憲法」第 23条は、すべての国民の財産権は保障され、その内容及び限界は法

律により定めるとし、「民法」第 211条では、所有者はその所有物を使用、収益、処分する

権利があると規定しており、これらにより不動産所有権は不動産を使用、収益、処分しうる

権利として保障されている。 

ただし、憲法第 119 条は、経済秩序のための規制及び調整を加えうる旨を明確にし、第

121条では、農地についての耕者有田の原則を規定するとともに、第 122条では、国土の効

率的で均衡ある利用、開発及び保全のため、必要な制限及び義務を課すことができるとして

おり、これら国家の積極的な介入を認めた社会国家原理規定が土地公概念立法の根拠とさ

れている。 

 

(2)土地所有の制限 

  「農地改革法」は、耕者有田の原則に従い非農家の農地所有を禁止し、自作農一家当たり

総面積を３町歩（9、000坪＝29、752㎡）に限定し、それ以上は国が買い上げて分配してい

る（農地所有の上限）。 

 また、「埋葬及び墓地等に関する法律」で個人墓地 80㎡、家族墓地 500㎡、門中・宗中墓

地 2,000㎡等の面積制限を課している。 

さらに、国民の住生活の安定を図るため、1990年、「宅地所有上限に関する法律」により

宅地所有上限制が導入された。しかし、この制度は憲法裁判所により違憲とされ、今日では

廃止されている。 

 

(3)建物の区分所有 

 「民法」第 215条は、建物の区分所有を認めており、「集合建物の所有及び管理に関する

法律」で具体化されている。区分所有権の意義、敷地利用権等区分所有者の権利義務につい

ては日本と同様である（第４章参照）。 
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３．不動産の利用 

 

(1)不動産の利用権 

 民法上の物権的利用権である地上権、地役権、債権的利用権である賃借権の意義について

は日本と同様であるが、借地法は存しない。借家法制に関しては、建物の賃貸借及び次に述

べる傳貰に関して規定する「住宅賃貸借保護法」と「商家賃貸借保護法」が制定されている。 

韓国民法独自の制度である傅貰（チョンセ）権は、傅貰金（一時金）を支払って他人の不

動産を占有し、使用・収益した後、当該不動産を返還して傅貰金の返還を受ける用益物権で

ある。傅貰金（住宅では売買価格の 50～80％が通常。）の支払いは法定要件であり、途中で

は家賃の支払を行わず、期間が満了すると当然に契約は失効し、更新はない。民法上、傅貰

権の存続期間は当事者が任意に定めうるが、最長 10年を超えることができない。「住宅賃貸

借保護法」は、住宅の賃貸借と登記をしない傅貰契約につき、期間の約定のないもの及び期

間を２年未満に定めたものは２年とみなし、賃貸借が終了した場合も賃借人が保証金（傅貰

金）の返還を受けるまでは賃貸借関係が存続する旨規定している。傅貰は中堅勤労者の住ま

いの主たる確保手段として、また、資産家の財テクの手法として重要な機能を果たしている。 

 

(2)土地利用規制 

 各種の法律により地域・地区等のゾーニングを行い、個別の土地の利用に対し公法的規制

を加える基本的仕組みは、日本と同様である。例えば、「首都圏整備計画法」、「自然環境保

全法」、「自然公園法」、「都市公園法」、「水道法」、「山林法」、「農地法」等に基づき一定の地

域が指定され、指定の趣旨や目的からはずれた土地利用行為に対しては、これを禁止あるい

は行政庁の許可を要するという土地利用規制方式をとっている。 

しかしながら、次のような韓国独自の制度がある。 

第一に、日本の国土利用計画法と都市計画法を統合した「国土の計画及び利用に関する法

律」が制定され、国土全体を対象として都市計画技法に基づくコントロールが行われている。

すなわち、原則として基礎自治体（市・郡）単位で、その管轄行政区域全体を対象として、

「都市基本計画」と呼ばれる土地利用マスタープランと「都市管理計画」又は「郡管理計画」

と呼ばれる拘束計画を策定する。国土のゾーニングは、都市地域、農林地域、管理地域（都

市的土地利用と農林的土地利用が混在している地域）、自然環境保全地域に区分指定され、

日本のような重複指定はない。そして、すべての地域において都市的土地利用に関しては同

法が直接規制している（建築行為の集団規定、開発許可など）。それ以外の土地利用に関し

ては、農林地域にあっては、「農地法」や「山林法」、自然環境保全地域にあっては、「自然

公園法」など個別の法律により規制に委ねるという役割分担を図っている。 

 第二に、「土地利用規制基本法」という法律が制定され、すべての土地利用規制をコント

ロールしていることである。すなわち、地域・地区等ゾーニングや土地利用規制の増加を抑

制するとともに、規制内容の合理化を図るため、① 新たな土地利用規制立法に対し、土地
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利用規制審議会の審議を経るようにするなどスクリーニングをかける、② 国土交通部長

官がすべての土地利用規制に対しチェックをして、改善・廃止が必要と認められるものに対

し、所管行政機関の長に勧告する、③ 新たな土地利用規制立法には 3 年以内を見直し条

項を設け、所管庁に規制の必要性の検証を義務付けることなどである3。 

 

４．不動産の取引 

 

(1)基本原則 

 「民法」第 186条は、過去の対抗要件主義（意思主義）から成立要件主義（形式主義）に

転換し、物権的合意に加え、登記をしなければ取引当事者間にも物権変動がないこととして

いる。そして、契約を原因とする不動産所有権移転登記申請には、必ず検印契約書を登記原

因書面として提出しなければならない（不動産登記特別措置法）。即ち、取引当事者間で不

動産取引に関する契約書を作成した後、市長、郡守又は区庁長の検印を受けなければならな

い。 

不動産取引の安全に関し、登記簿取得時効制度以外に特別な制度はない。取得時効期間は

10年であるが、判例は登記期間の合算を認めている。 

 

(2)取引規制 

  不動産投機抑制のため、強い取引規制が課せられている。 

まず、「農地法」により、農地の売買は、所在地を管轄する官庁の証明を受けなければな

らない。 

また、「不動産取引の申告等に関する法律」に基づく不動産取引申告制により、不動産の

売買契約等を締結した当事者は、取引当事者名、物件の位置、面積、価格等を市長、郡守又

は区庁長に申告する義務がある4。申告済証を提出しないと登記申請できず、申告をせず取

引した者は懲役又は罰金に処する。 

 さらに、同法の土地取引許可制度は賃借権や傅貰権の設定も対象とし、国土交通部長官又

は広域自治体の長が指定した地域内で土地取引を有償で行おうとする者は、契約前に市長、

郡守又は区庁長の許可を受けなければならない5。許可なしに取引を行った場合は、契約は

無効であり、刑事罰が課せられる。この制度に対して違憲との指摘があるが、憲法裁判所で

は合憲の決定がなされている。 

 

 

 
3 この法律の施行により、類似する地域・地区等の統合、指定実績のない地域・地区等の廃止

が実施されたものの、他方で新設されたものも多く、現時点ではトータルで見ると、地域・地

区等はむしろ増加している。 
4 市・郡・区は韓国の基礎自治体であり、日本の市区町村に当たる。 
5 韓国の広域自治体は、ソウル特別市などの 8 大都市と道である。 
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５．不動産担保・金融 

 

 韓国の金融は、制度金融（金融機関が貸出者）と非制度金融（私人が貸出者）に大別され、

その債権担保は主として不動産によりなされる。不動産担保には、当事者の約定により担保

権が成立する約定不動産担保物権と、特定債権の担保のため法律の規定により成立する法

定不動産担保物権とがある。 

前者は、抵当権の如く担保不動産の交換価値のみを移転する形式をとる典型不動産担保

物権と、仮登記担保、譲渡担保、売渡担保の如く所有権移転の形式をとる非典型不動産担保

物権とがある。 

後者には留置権と優先特権がある。 

 こうした不動産担保物権以外に、傅貰権が不動産担保権としての機能を果たしている。 

 非制度金融の大きな市場として日本の講に当たる契（キェ）がある。職場、町内会や同窓

会仲間で行われる互助会的なものから、集められた資金を専門ブローカーが集約し、大規模

な運用を行う二次市場まで、契は韓国経済社会に深く根を下ろしている。契の資金量は韓国

の金融市場の約４割を占め、土地投機の主たる資金調達源ともなっている。 

 

６．不動産情報 

 

(1)土地の評価、公示 

 従前の制度は、補償や収用に用いる基準地価（時価の 7～8割）、銀行の査定に用いる鑑定

地価（8割）、国税の課税標準である基準時価（6～7割）、地方税の課税標準の課税時価標準

額（2～5割）とに分かれ、評価レベルもばらばらであった。 

そこで、「地価公示及び土地等の評価に関する法律」が制定され、1990年から公示地価制

が実施された。これは、毎年１月１日時点で 45万の標準地を鑑定評価士が評価した後、全

2、700 万筆地を個別公示地価として評価、公示するもので、土地取引許可制や土地取引申

告制の基準価格、開発利益還収法の開発負担金や、各種法令に基づく負担金の算定のための

基準価格等各種の公的土地評価は公示地価に統一されている。 

 

(2)不動産情報総合電算体系 

これは、住民登録電算網6、地籍電算網と公示地価電算資料を繋いだ土地総合電算網の構築

により土地のストック情報の整備を図る一方で、検印契約書制度、土地取引申告制、土地取

引許可制により得られる取引の種類と目的、当事者の属性、位置、面積、価格等のフロー情

報を把握する土地取引電算網を構築し、両者を総合した土地情報総合電算体系を構築したも

ので、その成果は、土地政策上の資料、課税資料、投機の徴候のある地域への機動的な対応

 
6 韓国では、いわゆる国民総背番号制が導入されおり、国民は電子カード化された住民登録票

の所持が義務付けられている。 
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と土地取引許可後の事後管理の資料として活用する。 

このシステムは、国土交通部が運用しており、さらに、国税庁の課税情報システムと連携

することにより、不動産投機者の摘発や土地取引を利用した脱税の防止などにも活用されて

いる。 

 

(3)不動産実名制 

投機や税金対策のため他人名義を借用して行う不動産取引の蔓延に対応し、不動産実名制

が実施されている。 

これは、「信託法」上の信託登記、返済目的の譲渡担保等一部の例外を除き、他人名義使用

を禁ずるもので、違反者は５年以下の懲役又は不動産価格の 30％以内の課徴金が課せられる。 
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第３節 国土利用情報の管理制度 

 

１．国土利用情報体系の構築・運営 

 

 国土利用情報とは、国土の利用及び管理業務の効率的な推進のため、都市管理計画（日本

の都市計画に当たる。）に関する事項等、国土利用に関連する情報をいう。 

 国土利用情報体系を活用した筆地別土地情報の提供は、一般国民がインターネットを利

用して、各筆地ごとの地域・地区等の指定内容や行為制限内容等を容易に確認することがで

き、許認可に必要な添付書類、手続等を「土地利用計画確認書」及び「規制案内書」を通じ

て一目瞭然に把握することができるようにするものである。いわゆる電子政府の構築に関

して、韓国は日本より一歩進んだ状況にあり、こうした事実がこの先進的な制度の導入を可

能にしたと言える。 

 現在、国土利用情報体系は、内容上、国土交通部が前身の建設交通部時代に構築した都市

計画情報システム(UPIS)と土地総合情報網(LMIS)を基盤として構築されている。 

 国土交通部長官、ソウル特別市長、広域市長、道知事、市長・郡守・区庁長（以下「情報

体系運営者」という。）は、国土の利用及び管理業務を効率的に推進するため、国土利用情

報体系を構築して運営することができる（土地利用規制基本法第 12条第 1項）。 

 また、情報体系運営者は、国土利用情報体系を通じ、①地域・地区等の指定内容、②地域・

地区等の行為制限内容、③規制案内書、④その他の事項を一般国民に対して提供することが

できる（同法同条第 2項）。 

 

２．土地総合情報網の構築・運営 

 

 土地情報は、政策責任者や需要者に直接提供されるものとされているが、これを基礎とし

て土地総合情報網が構築されている。 

 土地総合情報網の基礎情報は、市・郡・区において不動産を売買する場合、不動産の実際

の取引価格を申告させる不動産取引契約申告書、住宅取引申告地域において住宅取引の際

に提出する住宅取引申告書、不動産を売買する場合、所有権移転登記をする際に提出する検

印契約書をベースにして作成される。 

 また、土地取引許可区域として指定されている場合、土地取引の当事者は、市長・郡守・

区庁長に提出する土地取引許可申請書に基づき作成される。 

 これら申告書や許可申請書には、当事者名をはじめ、目的不動産、取引価格等が記録され

る。こうした基礎資料は毎日、韓国土地住宅公社の土地取引電算網に集められ、3か月を単

位として価格及び取引量の動き等を分析し、国土交通部に通報する。 

国土交通部では、これら分析資料をベースにして投機のおそれがあると判断されば、土地

取引許可区域に指定したり、投機嫌疑者を特定して、その名簿を国税庁に通報する。 
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 国税庁は、投機嫌疑者の取引資金源を調査するなどして脱税等の行為があれば、所定の措

置を講じることになるが、国税庁の調査は、投機抑制の効果もあるとされている。 

 

３．土地利用規制情報の提供 

 

(1)土地利用規制情報体系 

 行政機関において地域・地区等を指定する場合、一般国民が筆地ごとの指定の有無や行為

制限内容を容易に確認してみることができるよう、関係情報を提供する必要がある。 

 そこで、国民がインターネットを通じ、情報をリアルタイムで確認することができるよう

にするため、国土交通部長官等は、国土利用情報体系を利用して、情報を提供するものとさ

れている。 

 すなわち、国土交通部長官及び地方公共団体の長は、国土利用情報体系を利用して筆地ご

とに地域・地区等の指定の有無及び行為制限内容を一般国民に提供することとされている

（土地利用規制基本法第 9条第 1項）。 

 

(2)土地利用計画確認書の発給 

 土地利用計画確認書とは、一般国民が地域・地区等の指定内容、行為制限内容等の事項の

確認を受ける書類である。 

 これは、地域・地区等による土地利用規制の内容を書類で確認することができる方法であ

り、申請により確認書が発給される。 

 市長・郡守・区庁長は、①地域・地区等の指定内容、②地域・地区等の行為制限内容、③

その他の事項を確認する書類（以下「土地利用計画確認書」という。）の発給申請がある場

合には、土地利用計画確認書を発給しなければならない（土地利用規制基本法第 10 条第 1

項）。 

 

(3)規制案内書 

 規制案内書とは、土地利用に関する許認可等の名称、基準、手続及び添付書類を明示した

書類である。 

 すなわち、規制案内書は、国民が住宅、工場等、次に掲げる施設を設置するため、関係法

令や条例等により受けなければならない許認可等の基準、手続、添付書類等を記載した案内

書をいう（土地利用規制基本法第 2条第二号、土地利用規制基本法施行令第 2条）。 

① 「建築法施行令」別表１のアパート、観光宿泊施設、工場及び倉庫 

② 「体育施設の設置・運営に関する法律施行令」別表１のゴルフ場、スキー場 

③ その他国民経済活動に密接な関連を有する施設として国土交通部令で定める施設 

 規制案内書が告示されると、一般国民が土地上に住宅、工場等の建築等の開発行為をしよ

うとする場合、低廉な費用で迅速に開発行為が許容されるか否かを確認することができる。 
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 国土交通部長官は、規制案内書を作成することができる（土地利用規制基本法第 11条第

1項）。 

 国土交通部長官が規制案内書を作成した場合には、これを官報に告示しなければならず、

国土利用情報体系を利用して、これを一般国民に提供しなければならない（同法同条第 3

項）。 

 規制案内書には、次に掲げる事項を含めなければならない（土地利用規制基本法第 11条

第 4項）。 

① 対象事業のための許可、認可等の名称、基準、手続及び添付書類 

② 土地利用と開発のための許認可等の名称、基準、手続及び添付書類 

③ 建築物の建築のための許認可等の名称、基準、手続及び添付書類 

④ その他の事項 
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